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１ 計画の趣旨、現状 

 ⑴ 計画の趣旨 

   令和７年６月、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部

を改正する法律（令和７年法律第６８号。以下「給特法等一部改正法」という。）が公布され、

令和８年４月１日（一部の規定については、公布の日又は令和８年１月１日）から施行され

ました。給特法等一部改正法第１条において、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等

に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号。以下「給特法」という。）第８条第１項が新

設され、教育委員会は、文部科学大臣が給特法第７条に基づき定める指針に即して、業務量

管理・健康確保措置実施計画を定めることとされました。 

   教員一人一人の心身の健康保持の実現と、誇りとやりがいをもって職務に従事できる環境

を整備することにより、武蔵村山市立学校における教育の質の維持向上を図ることを目指し、

本計画を策定します。 

 

 ⑵ 本市の現状 

   本市では、令和元年６月に「武蔵村山市立学校教職員の働き方改革実行イレブンプラン」

を策定、令和４年３月には、「武蔵村山市立学校職員の在校等時間の上限に関する方針」を定

め、学校における働き方改革を推進し、教育職員の在校等時間の管理及びその時間の縮減に

取り組んできました。 

  ア 時間外在校等時間 

    これまでの取組として、出退勤システムを導入し、勤務時間管理の徹底を図り、教育委

員会及び学校において勤務実態の把握に努め、時間外在校等時間が多い学校に対し、ヒア

リングや指導を行ってきました。また、校務支援システム等のＩＣＴの活用による業務の

効率化を図ってきました。こうした取組の結果、本市における教職員の令和７年度時間外

在校等時間の状況は、次のとおりとなりました。 

 

【本市における教育職員の時間外在校等時間の状況（令和７年度）】 

種 別 年平均 月４５時間を上回る割合 月８０時間を上回る割合 

小学校 ３２時間３１分 ２５.７％ １.４％ 

中学校 ３７時間４３分 ３１.５％ ３.８％ 

 

    時間外在校等時間が４５時間を超える割合が小学校では２５.７％、中学校では３１.

５％であり、解消には至っていません。 

また、教育職員の業務は、授業準備に加え、各種報告書の作成や校務分掌による業務、

部活動指導等により、日常的に業務負担が大きくなっているため、校務のＤＸ、人的措置

の拡充、部活動の地域連携・地域展開等を行い、効率的な校務処理を実現することにより、

教育職員の業務に、教育の質向上のために必要な時間的余裕を創出することが必要です。 
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令和８年度以降は、上記の状況を踏まえた上で、公立の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置法第８条に基づき計画的に推進します。 

  イ ストレス状況及び要因 

    これまでの取組として、ストレス状況を調査し、ストレス要因を分析し、教職員にとっ

てストレス要因となっている業務等の把握に努め、それらの業務等の改善や支援に取り組

んできました。こうした取組の結果、本市における教職員の令和７年度ストレス状況・要

因の状況は、以下のとおりとなりました。 

 

【本市における教育職員のストレスチェックの高ストレス者の割合（令和７年度）】 

年 度 割合（％） 

令和７年度 １５.７ 

 

【本市における教育職員のストレスチェックの健康リスクの値（令和７年度）】 

年 度 値※ 

令和７年度 ８４ 

         ※ 全国平均を１００とした場合の値 

 

【本市における教育職員のストレス要因（令和７年度）】 

    ストレスチェックの結果は、各質問を関連項目ごとに集計し、厚生労働省の素点換算表

に基づいて１～５の段階で評価されます。この評価では、１が最も悪い状態を示し、５が

最も良い状態を示しています。評価値の平均が「３」であり、これを基準とし、平均値３

を下回る項目については、特に注意が必要であると判断されます。 

ストレス要因 評価値 

仕事の量的負担 ２.５ 

仕事の質的負担 ２.３ 

仕事の身体的負担 ２.２ 

対人関係 ３.４ 

職場環境 ３.１ 

コントロール ３.４ 

技能の活用度 ３.１ 

仕事の適正 ３.５ 

働きがい ３.８ 

 

２ 計画の期間 

  本計画の期間は、令和８年度から令和１１年度までの４年間とします。 

  ただし、計画期間の３年間において、国や東京都の動向に大きな変化等があった場合は、必

要に応じて見直しを行います。 
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３ 計画の目標 

  本計画において達成を目指す目標は以下のとおりです。 

⑴ 時間外在校等時間に関する目標 

ア １か月時間外在校等時間が４５時間以下の割合を１００％にする。 

イ １年間における１か月時間外在校等時間の平均時間を３０時間程度にします。 

⑵ ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

ア ストレスチェックにおける高ストレス者の割合を１０％以下にします。 

イ ストレスチェックにおける健康リスクの値を８０以下にします。 

 

４ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

  本市では、本計画期間中の重点事項として、以下の内容に取り組みます。 

 ⑴ 学校以外が担うべき業務 

業務名 取組内容 業務の３分類対応 

登下校時の通学路に

おける日常的な見守

り活動等 

各地域の実情を踏まえつつ、地域コーデ

ィネーターや地域住民の協力を得て、通学

路の見守り活動を推進します。 

①関係 

放課後から夜間など

における校外の見回

り、児童・生徒が補導

された時の対応 

放課後から夜間における見回りについ

ては、学校における自主的な見回りは原則

行わないこととします。 

また、学校警察連絡協議会等において、

補導された児童・生徒の引取りについて

は、保護者が第一義的な責任を負うことに

ついて周知・啓発します。 

②関係 

学校徴収金の徴収・管

理（公会計化等） 

業務の効率化に向けた学校徴収金シス

テムの導入、外部委託、将来的な公会計化

等について検討します。 

③関係 

地域学校協働活動の

関係者間の連絡調整

等 

学校運営協議会及び学校支援地域組織

を通じて、保護者や地域住民の理解や啓発

を推進し、地域全体で学校教育を支援する

体制づくりなど、地域との連携強化を図り

ます。 

④関係 

保護者からの過剰な

苦情や不当な要求等

の学校では対応が困

難な事案への対応 

保護者等に対して教育委員会や相談窓

口（教育相談室）の周知徹底を図るととも

に、学校が苦情や不当要求に対応できる体

制の構築を検討します。 

⑤関係 
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 ⑵ 教師以外が積極的に参画すべき業務 

業務名 取組内容 業務の３分類対応 

調査・統計等への回答 校務支援システムの活用や、教員の専門

性に深く関わるものを除き、事務職員、副

校長補佐等が中心となって回答するなど

事務負担の軽減を図ります。 

⑥関係 

学校の広報資料・ウェ

ブサイトの作成・管理 

学校において行う業務は、事務職員及び

スクール・サポート・スタッフ、副校長補

佐等の支援スタッフ事務職員等が積極的

に参画し、必要に応じて学校ＩＣＴ支援員

を活用します。 

⑦関係 

ＩＣＴ機器・ネットワ

ーク設備の日常的な

保守・管理 

教育委員会と連携し、学校ＩＣＴ支援員

が中心となって行います。 

⑧関係 

部活動 週当たり２日以上の部活動休業日を設

けることにより、教員の負担を軽減させま

す。また、令和１１年度までに「休日にお

ける部活動を地域クラブへ移行」すること

を目指します。 

⑬関係 
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 ⑶ 教師の業務だが負担軽減を促進すべき業務 

業務名 取組内容 業務の３分類対応 

授業準備 教材の印刷など補助的業務を行う「スク

ール・サポート・スタッフ」等の配置によ

り、教員が児童・生徒への指導や授業準備等

に注力できる環境を整備します。 

⑮関係 

学習評価や成績処理 校務支援システムの機能や自動採点技術

等を活用することによって、授業準備、採点

作業や成績処理等に係る事務負担を軽減さ

せます。また、業務の効率化に資する様々な

ツールの導入や効果的な活用について、引

き続き検討を進めます。 

⑯関係 

学校行事の準備・運営 修学旅行その他の学校行事に係る関係機

関との日程調整、物品の準備等の業務につ

いて、教員と事務職員及びスクール・サポー

ト・スタッフ等の支援スタッフとの協働を

促進します。 

⑰関係 

支援が必要な児童・生

徒及び家庭への対応 

不登校の状況になった児童・生徒や問題

行動等のある児童生徒に対する支援を総合

的・専門的に行うため、スクールソーシャル

ワーカーの配置を継続して実施します。 

⑲関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学校と教師の業務の３分類】 

 

出展：文部科学省「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部

を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令の制定等について（通知）」 
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５ 関連する取組、今後のフォローアップについて 

取組の着実な実行のため、各学校の教員の在校等時間を把握し、毎年度市公式ホームページ

で公表するとともに、教育委員会及び総合教育会議で報告します。 

時間外在校等時間の目標達成状況は、出退勤管理システムにより確認、ワーク・ライフ・バ

ランスや働きがい等の目標は、ストレスチェック等の結果から把握します。また、市教育委員

会は、各学校の状況を確認し、長時間勤務が常態化している教員がいる場合には、学校管理職

より状況や課題を聞き取り、改善が進むよう個別指導を実施するとともに、必要に応じて市教

育委員会においても指導を行います。 

引き続き、働き方改革の推進に向け、本計画の周知や管理職研修の充実など支援を強化し、

各学校では管理職のリーダーシップの下、学校運営協議会の協議を踏まえて取組を進めます。 

本計画への理解促進のため、保護者や地域に「業務の３分類」等、業務量管理や健康確保措

置を周知し、協力を得られるよう取り組みます。 
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